







【坂 内所長】本 日は、お時 間をいただ き有 り難 うござい ます 。
は じめ に、埼玉大 学の政策科学研究科が生 まれた経 緯やその特
色 についてお語いただけませ んか 。
【吉村顧問】科学技 術庁の行 ったソフ トサ イエ ンス調 査な どでア
メ リカ各地 を調べ歩 いた時 に 、政策研究 をや っている研究所 、大
学院で 、行政官の大学 院 レベ ルの教育 をや ってお りま して 、我が
国で もその必要性を痛感 したわけです 。それか ら7年 準備の後 、
昭和52年 にようや くできま した。
研究面では 、ル ン ド大学(ス ウ ェーデ ン)と フラウ ンホー フ ァ
ー研究所(ド イツ)と の共 同で、3国 の科学技術政策 研究を行 っ
た り、日英で政府 と産業 の関係 の比較研究 を行 った り してい ます 。
教育面 では、今 、三 つのプ ログラムが走 ってお ります 。一つ は、国内の 行政官の修士 コースで 、
今 までに14省 庁 、27地 方公共 団体 、5公 社公団か ら延べ230名 くらい派遣 されて きてい ます 。
二 つ 目の国際プ ログラムは 、ASEAN5ヶ 国 、韓 国 、オー ス トラ リアの行政官を対 象 と した も
のです 。授業 、演習 、修論等全部英語で行われてい ます 。既 に130名 位が卒業 してい ます 。三番
目は 、開発研究 と言 うもので 、ODA予 算の増 加 に伴い 、それ をマ ネー ジす
る人材 の不足が 問題 とな り、 これ に対応す るため に、3年 前か ら外務省 とも
連係 して実施 しています 。
また特 色 としては 、一 つには 、理工系学部出身者 と社会科学 系の教官 を組
み合わせ てフ ァカルテ ィが構成 されてい ることが上げ られます 。政策研究 は、
アナ リテ ィカル ・コンセプ トとツールの両面か ら進めてい くことが重要で 、
組織的な カリキ ュラムを組 んで政 策研究の トレーニ ングを進 めた とい う意味
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では 、筑 波大学 と我 々が最初だ と思 います 。
第2の 特色は 、学際 的 とい うこ とです 。政策研究はアカデ ミ ックな研究 のみで は不十 分で 、現実
の行政を踏 まえる必要 があ り、このため 、自治 、大蔵、通産等6省 との人事交流 を行 ってい ます 。
この他 、ASEAN諸 国の 行政官の受け入れのため に、100所 帯 の家族宿舎 を持 ってい ます 。
【坂内〕現在 の研究の主 な課題 と しては 、どん なものがあ りますか 。
【吉村〕20年 近 くや ってきて、政策研究 にも変化が出て きま した。当初 は、アメ リカの60年 代
の政策研 究 と似 て 、都市 問題 とか 、環境問題 とか 、複 雑な政策課題 を構造化 し、分析 して 、最 適案
を考えだす とい った 、どち らか と言えば数理分析で問題解決 を図る というアプ ローチが中心 で した 。
その後 、日本の産業 の国際競争力 、特 にハ イテ ク分野の競争力が非常 に強 くなってきたために、外
国が 日本の成功 の秘密 はなんだろ う、その中で政府の果た した役割 はなんだ った のだろ うとい うこ
とに関心 を持 って きています 。しか し、日本の行政官は 、経験 としては分 か って いて も、それを外
国人 に一 般化 して説 明で きない。それがで きない と、先進 国か ら見る と政策形成過程が不透明だ と
な り、また 、日本異質 論的な批判が 出た ときに、理論的 に反批判が で きないわけです 。また他 方 、
ASEAN諸 国な どの開発途上国 か らは、日本 はうま くや った 、しか し、そのや り方の ノウハウは
教えて くれない とい うことにな ります 。
〔坂内】それは何 とな く、肌 で感 じます 。別 に隠 しているわけ じゃな く、教 えることがで きない 。
【吉村】特 に、旧社会 主義 国が市場経済 に移行 しようと している今 、西欧型の経済理論 に基づ いて
価格の 自由化な どを性 急に試み て も、どうもうま くいかない。 日本 のや り方が 良いと彼 らも思 って
い るわけです が 、そ うい う人 たち に日本のや り方の中で 良い部 分について は教え ることが重要 です 。
特 に東南 アジア諸 国の近代化 と工業化のための ノン ・ウ ェス タンモデル を確立する ことが必 要で
す 。このため 、今年か らIMFの プ ログラムで 旧共産圏諸 国の経済政策担 当を対象 とす るコースを
設け ることとな りました 。
【坂内】今後の構想 について も、お聞かせ下 さい。
【吉村】政策研究 のニーズは高 ま って きてお り、それぞれの大学で 関連 した講座 も次々 にで きてい
ますが 、あ まり根 付いていないよ うです 。何故か と言 うと、研究 と言 うの は、あ るク リテ ィカル ・
マスが集 まってない と、ア クテ ィビテ ィが 出て こないのです 。C.O.E、 を作 って集 中的 にやる
べ きです 。
今 、政 策研究機 関のネ ットワー クの構築 を考 えてい ます 。例 えば 、財政金融研 とか 、NISTE
Pと か 、各省の政策研 究機 関でいい研究 を行 っている研究者 に ドクター を与 えることがで きるよ う
にするための仕組み を考えています 。これがで きれば 、外国人のボス ドクの優秀 なのが 、NIST
EPに 来 て 日本 の科学 技術政策 を研究 しま しょうとい うことになる。
それか ら、シニアフ ェロー とい う制度 を作 る構想を持 ってい ます 。 これ は、行政官や 政治家で輝
か しい実績 を上 げた人 にフ ェロー にな って いただ いて 、政策立 案の成功例や 、成功 しなか った例を
集めて回顧録を書いて もらうのです 。それ をケー スス タデ ィして 、ノン ・ウ ェス タンモデルの構築




【坂 内】政策研では 、主要なテーマの一つ として 、科学技術系人材の問題 に取 り組 んで い ます 。
【吉村】高校段階で工 学部出身の先生が いないために、生徒 に科学技術のなんたるかを十 分説 明で
きないとい った ところに一つの原因がある と思 い ます 。我が国 の学校教育 制度は画 一的 で 、規制が
多い とい われますが 、明治以降一貫 して 、落 ち こぼれを防 ぐた め、基準 とい うのが必要 だ った と思
い ます 。 これは基準行政の 良い例 です 。ただ 、小中学校ではそれで 良いか も知れ ませんが 、高等教
育 は 、そ れだけで は困 ります 。せめて 、進 路を選択す る時期 にあた る教師 をもっと異質 な集 団にす
れば 、生徒 も触発 され ることが多 いと思い ます 。
〔坂 内】外 国人労働者や外国人学生が増加 しつっあ ります 。今後 、 日本は どう対応 してい くべ きで
し ょう。
【吉村】 問題 もあるが 、比較的 うま く吸収 しているのはアメ リカです 。それぞれの コミュニテ ィー
が同化 させ る努 力を しています 。我が国 において も、地方公共 団体や 、企業でそのよ うな努 力を し
ている ところもあ ります 。例 えば 、愛媛県 は 、県をあげて取 り組 んでお り、国際 交流のための財団
を作 って 、日本語 を教 えるボ ランテ ィア360人 を組織化 して います 。今治のある タオルメーカー
では 、中国か ら来 た100人 以上 の研修生 を夜 間の コースに通 わせ て教育 してお り、地域 もそれに
協力 しています 。一方で 、全 くひ どい使い方を している企業 もあるのは事実です 。愛媛 のよ うなよ
い例を知 らない と言 う こともあるで しょうか ら、政府 が もっと奨励 してや るべ きです。
【坂内〕 ところで 、以前か ら先生 は、研究 開発資金を複数 の省庁等か ら求める多元的システムの確
立 を主張 してお りますが 。
【吉村 】大学 にっいて考 えれ ば、研究資金 獲得の機動性が確保 され る というメ リッ トが あ ります 。
他省庁や 民間委託 費等 で外部 から大学 に導入 され る研 究資金 は、一般 的に研究 目的が明確化 されて
い るため研究評 価が行 われやす く、その結 果優れた成 果を出 した研究者が高い評 価 を受 け 、さらに
資金を得 やす くなる とい う良い循環が形成 され ることにな って 、研究者の イ ンセ ンテ ィブ を高める
ことにあ ります 。大学 にとっては、これ ら外部資金を多 く集 め られ る研究者 を抱 えることが大学財
政 にプラス し、さらに、 この 明白な評価が 、大学の研究水準 その ものの評価 に連 なってい きます 。
一方 、資金を提供す る役所 の方 も、ぼやぼや してい ると他 の省庁 にや られ るとい う緊迫感がある
と必死 にやる ことになる。文部省 の科研費はだ めだ ったけれど 、厚生省で拾われて花が咲 くとい う
ことにな った ら、拾 った人の成績 になるか らです 。アメ リカの予算 というのは 、そ うい う仕組みが
で きてい ます 。
【坂 内】そ うい う意 味での競争 は 、本当に重要 なことだ と思い ます 。本 日はどうもあ りが とうごさ
い ま した 。






1.最 近 の動 き/CurrentTopics
○研究会等/ResearchMeetings
「環境修復技術の開発 ・普及 に関す る研究 会」 の第1回 会合 を7月5日 に開催 した。
この研究会 は、社 会 に必 要であるにも関わ らず市場メ カニズム に乗 りにくいため普及の進 まな
い 「社会系科学技術 」の事 例 と して、主 にバ イオテ クノロジーを利用 した環境修復技術 を対象 と
して検 討する ものである。
○主 要 来 訪者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
7/9(金)DengSdhoupeng(中国 国務 院 ・発 展 研 究 中心 技 術 経 済部 長 他3名)
8/6(金)Dr.Anth皿yCox(在 日英 国大 使 館 科 学 技 術参 事 官)
X.レ ポ ー ト紹 介/Highllght◎ftheNewReport
日本企業にみる戦略的研究開発マネジメント
科学技術政策研究所 は 、今般 、科学技術政策研究所報告書(NISTEPREPORTNo.29)「日本企業
にみ る戦 略的研究開発 マネジメ ン ト」 をと りま とめた 。
1.目 的
本調 査は、 日本 の民間企業 にお いて戦 略的研 究開発 マネジメ ン トの重要 性 に対す る認識が 高ま
っている ことを検証す ると ともに、民間企業が 研究 開発活動 を効果的 、効率的 に運営す るために 、
どのよ うに努 力 し、どのよ うな問題意識 を持 っているのか を明らか にする ことを 目的と して行 っ
た 。
ここで言 う 「戦略」 、 「戦略的研究 開発 マネジメン ト」 とは次の通 りで ある。
・戦略 二社 内外の環境 を分析 した上で 、それ に適合す る 自社の資源 配分を論理 的に展開す るため
に策定 され たビジ ョン。
・戦略的研究開発マ ネジメ ン ト:策 定 され た 「戦略」 に照 ら し合わせ て 、差別化 、重 点化を念頭
に置 きその実行手 段(戦 術)を 立案 し、遂行す ること。
2。調査 手法
郵送 によるア ンケー ト調査 を実施 した 。
(1)対象企業:主 と して研究開発費が100億 円以上(1990年 度)の 民間企業
(2)実施時期:1991年12月




回答企業全社 の合計が 日本企業 全体 に占める割合 は、研究 開発費で64.4%、売上
高で38.4%、従業員数で32.2%、研究 者数 で55.3%である 。
3.調 査 の視点
アンケー ト調査票 の設計 、集計結果の分析 にあた り以下 の点を重視 した 。
(1)研究開発 マネジメ ン トの戦略性 はどの程度か 。
(2)研究開発 マネジメ ン トは管理指 向なのか 、研究者 の 自主 性を重視 して いるのか 。
(3)研究者の処遇 を含 めた研究環境 はどのよ うに考え られているのか。
4.調 査 結果の概要
(1)ここ10年 間の研究開発部門長の地位が全体的 に向上 している ことか ら、企業内で の研究開
発部 門の発言力は相対的 に増大 してお り、民間企業 にお いては研究 開発の重要性が高 まってい
る と考え られる 。(図1)































































(3)研究開発戦略 を専門に担 当す る部門 を有す る企業群(上 記(2)①の82社)は 、当該部門の無
い企 業群 と比較す る と
① コ ンソー シアを通 じて積極的 にグローバル ネ ットワー クの構築 に取 り組ん でいる(図4)な















騒 時 圏 ア・リカ 睡 … ・パ 吻 継
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?
?
? ②社 内各部門の意 見を調 整 し研 究開発活動 にフ ィー ドバ ックしている と考え られる。
③新製品比率 ・新製品売 上寄与 率の相 関をと った場合 、研究開発のパ フ ォーマ ンスが 高い傾 向
がみ られ る。(図5)
④研究開発マネジメ ン トの在 り方 、す なわ ち研究開発 をどのよ うに運営す れば活性化 を図 る こ
とがで きるか とい った研究 ・研究者 に対す る考え方 、研究者の処遇 を含 めた研究環境 の改善
について も理解 が深 く先進 的である。(図6、7)
5.効 果 的 、効 率的研究 開発活動 の運営 に向け て
日本 の民間企業 は経営 資源 の有効活用 を図る上で 、 「戦略 」 、 「戦略的マ ネジメン ト」 を必要
と してお り、主体的 な戦略 行動 を とることで昨今の不 確実性 の高い環境 に対処 している ようであ
る 。研究 開発活動 の効率化 を図 りたいとい う経 営陣の願望 は根強 いが 、投資(INPUT)と研究成
果(OUTPUT)の効率 を第 一義 に追求 したのでは革新的成果 は得 られそ うにもないことを試行錯誤
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良 い成 果 を出 せ ば 顕 梁 誇湊 謬謬 泌架 構 、づ













わも コシち研 究者 も事務 長 従業 員
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本研究 を通 じて 、研究開発活動 を効果 的 、効率 的に運営す る上で以下の3つ が肝要で ある こと
を示唆す るこ とがで きると考 えられ る。
(1)「何 を如何 に造 り」そ のため には 「何をす ればよいか」 という組織構成員が 目指すべ き方向
性 ・目標 としての 「戦略」 を改めて明確 に提 示す る ことの重要性 。
(2)効果的な 「戦略 」を立 案す る上で垂直 、水 平 、部 門間のスムー スな情報の流れ 、有 益な客観
的なデー タの取捨 選択 、蓄積 を可能 とす る差 別化 、重 点化 を念頭 に置いた戦略的な研 究開発マ
ネジメ ン トを営 むための システ ムの確立 。
(3)研究 ・研 究者を管理 しよ うとす るのでは な く、組織人 と してな さねば ならない ごく基本的な
最低限の レベルで管理す べ きところは押 さえなが らも、研究ユニ ットに権限 の委譲を図 り、個
々の研究者の 自律性 、自主性を最大限 に尊重 しっつ 、自由度 を高 め革新 的な成果が生 まれ るよ
うな配慮 。






・OECD/NESTI(科学技術指標専門家)会 合出席 第1研 究 グループ研究員 永田晃也
4月26日か ら28日にかけて 、OECDパリ本部 にお いて開催 された標 記の会 合 に出席 した 。今回の会
合 では、本年3月に開催 されたCSTP(科学技術政策委員会)会 合の要請 を受け、 とりわ けナ シ ョナ
ル ・イ ノベー シ ョン ・システムの 理解 に役立 っ新指標 ニーズ の検討 に多 くの時間が割 かれた。
OECDでは予 てか ら研究開発活動の国際比較 に止 まらず 、これを一要素 とする イノベ ー シ ョン ・
システ ムの国際 比較 を可能 にす る統計指標の整備が重要課題 とされてお り、イノベ ー シ ョン調査
の標準 的手法 を とりまとめたrオ スロ ・マニ ュアル』を策定 して きたと ころ、近年 、EC諸国等 で
は同マ ニ ュアルに準拠 した共 同調査プロジ ェク トが推進 され ている。このため本会合終 了後 、29
日に開催 され たOECD/EC合同セ ミナーにおいて は、各国調査の進捗 状況について 、引 き続 き報告 と
討議が 行われた 。セ ミナー の席上 、日本では 同マニ ュアル に準拠 した公 式の調査は未 だ実施 され
ていないが 、科学技術政策研究所 において国際比較 可能なイ ノベ ーシ ョン ・デー タの収集 を計画
している旨 、報告 を行 った ところ、諸外国か ら高い関心が寄せ られた。
編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 シ ス テ ム 課)
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